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傾向スコアを用いた補正法の有意抽出による標本
調査への応用と共変量の選択法の提案

星野 崇宏1 ・前田 忠彦2

（受付 2006 年 1月 10日；改訂 2006 年 3月 24日）

要 旨

近年，個人の意識や思考が多様化し，かつ情報化が進んできたために非常に短期間に個人の
考え方が変化するという現象が生じている．従って社会科学分野全般において，頻繁に調査研
究を行う必要が生じてきたため，コストのかかる無作為抽出標本による既存型調査に代わり，
標本の代表性を担保しつつ短期間に費用を抑えて実施できる方法として，インターネット調査
などの新しい調査法が利用されるようになってきた．しかし，有意抽出標本からの調査である
ことから，標本の代表性がなく，信頼性が疑問視されている．本研究では，有意抽出に基づく
調査を無作為抽出標本での結果に近似するための傾向スコアを用いた補正法を利用する際に重
要となる，共変量の選択法を提案した．さらに日本版一般社会調査のデータと，筆者らが行っ
たインターネットパネルに対する実験調査データを用いて，その妥当性の検討を行ったところ，
補正の再現性が得られた．

キーワード： 傾向スコア，社会調査，有意抽出，インターネット調査，共変量調整．

1. 問題意識と目的

近年，様々な分野で迅速かつ正確な意思決定が必要とされてきている．正しい意思決定を行
うためには，正しい評価が必要であるため，以前にも増して情報を早くかつ正確に収集するこ
とが様々な分野において求められるようになった．地方政治，国政においても市民の意識を正
確につかみとり，ニーズにあった政策を立案し，例えばマニフェストなどといった形で公約し，
実行するといった機運が生じつつある．また，個人の意識や思考が多様化し，かつ情報化が極
度に進んできたために非常に短期間に個人の考え方が変化するという現象が生じている．従っ
て社会や世論の動向を知るためには，今後益々頻繁に社会調査・世論調査を行っていく必要が
あると思われる．
そこで，調査を頻繁に行うことが必要になった現在において，時間とコストのかかる確率抽

出標本に対する訪問調査（又は訪問留置調査）に代わり，標本の代表性を担保しつつ短期間に費
用を抑えて実施できる方法が必要とされてきているが，これまで日本においては選挙人名簿な
どの利用が比較的容易であったため，学術分野では既存の訪問面接調査の代替方法があまり模
索されてこなかった．これに対して民間の調査では，住民台帳・選挙人名簿の閲覧を制限する
地方自治体が増えたことや，コストの削減，調査スピードの重視のために，RDD法による電
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話調査法，さらには近年の IT技術の進歩とインターネットの普及によってインターネット調
査が広く用いられるようになった．さらに現在では市場調査だけでなく，政府関係の調査（例
えば内閣府経済諮問委員会「日本 21世紀ビジョン調査」「公共料金分野における情報公開の推
進調査」など）においても利用されるようになってきた．
本稿で考察するインターネット調査は，大隅（2002）の分類でいう「リソースタイプ」のイン

ターネット調査と呼ばれるもの一般と想定しておく．これは調査主体が何らかの手段で調査協
力意志のある個人を集めて登録し（リソースの構築），登録者集団内で対象者を選定し，Web上
に置かれた調査票への回答を求める方法である．調査協力者に対して何らかの形での謝礼が提
供されるケースが多い．本稿でデータを扱った調査も具体的にはこの方式によるものである．
従来型の厳密な確率的標本抽出に基づく既存調査（訪問調査や郵送調査法）とインターネット

調査の結果の比較から，後者は標本の代表性に欠け，バイアスを持つことを示す研究は多い．
例えば，従来型の厳密な確率的標本抽出に基づく既存調査（訪問調査や郵送調査法）と RDD電
話調査やインターネット調査の結果の比較から，後者は標本の代表性に欠け，バイアスを持つ
ことが示されている（Couper, 2000; 前田・土屋, 2001; 山岡・林, 1999）．
しかし，現在の調査環境を考えると，このままの形で既存の調査方法を維持していくことは

難しい可能性がある．従って，確率抽出標本に基づく既存型調査は，精度を向上させるために
慎重に少数回行い，その調査データを用いて，各有意抽出標本を補正するという混合モード調
査の考え方による調査手法を研究することは有用であると考えられる．そのためにも，イン
ターネット調査などの有意抽出標本による結果を既存調査の結果に補正する方法論の開発が必
要であると思われる．
このような社会的なニーズに統計科学の観点から答えるために，本研究では，これまで準実

験での因果効果の推定に利用されてきた，傾向スコア（Rosenbaum and Rubin, 1983;星野, 2003;

星野・繁桝, 2004; 土屋, 2005）を用いた共変量調整法を応用し，関心のある調査項目以外にあえ
て共変量情報として様々な項目を調査に加え，その共変量情報を利用して，偏りのある抽出に
よる標本を無作為抽出標本に補正をする方法を実際の社会調査データに適用し，その可能性と
限界点について検討する．具体的には層化二段無作為抽出を用いた訪問留置調査である日本版
一般社会調査（日本版 General Social Surveys: 大阪商業大学比較地域研究所・東京大学社会科
学研究所，2000–2003，以降 JGSSと略記する）（第 7節参照）に対して，同様のインターネット
調査を行い，インターネット調査の結果からそれぞれの本調査の結果を予測することができる
かどうかを検討する．
また，これまでの傾向スコアを用いた調査の補正の応用例（例えば Taylor, 2000; Berrens et

al., 2003）では，調整に用いた共変量についての情報が明確でなく，どのような基準で共変量を
選択したかについての議論がなされていなかった．しかし，どのような共変量を利用したかと
いうことは補正結果に非常に影響を与える．そこで，本研究では，傾向スコアを計算する際に
利用する共変量の選択法を提案する．
本論文の構成は以下の通りである．第 2節において割り当てが無作為でない準実験での共変

量調整の問題としてモデルを定式化し，さらに「異なる 2つの調査間での共変量調整」の枠組
みとして捉えなおす．第 3節では星野（2005），Hoshino et al.（2005）による，因果効果推定のた
めの傾向スコアによる重み付き対数尤度最大化の考え方による推定手法と検定手法を，第 2節
の枠組みに従って調査データの補正法として捉えなおす．また，一般に傾向スコアを用いた補
正法においては補正に用いる共変量の選択が非常に重要であるが，これまでの研究ではその選
択方法についての指針が得られていなかった．そこで，本研究では傾向スコア解析法における
簡便な共変量選択法を提案する（第 4節）．第 5節では提案された傾向スコアによる補正法の再
現性を，大阪商業大学及び東京大学社会科学研究所が行った JGSS調査データと，筆者が行っ
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たインターネット調査を用いて例証する．

2. モデル設定

傾向スコアを用いた解析法は，準実験における因果効果の推定のための統計手法として開発
された方法であるが，本質的には欠測のある場合の周辺平均を推定することを目的としたもの
である．従って星野・繁桝（2004）が述べるように，傾向スコアとして共変量情報を一次元化し
て利用することで，異なる調査間の共変量調整に利用できる．これは，調査協力者が 2つの調
査に割り当てられる状況を想定し，その割り当てが共変量に依存すると考えることで可能にな
る．ここで yを調査 1に回答したときの項目の値，zを調査 1に参加するなら z = 1，調査 2に
参加するなら z = 0とするインディケータ変数とする．また，z = 1となるユニットの集合を標
本 1，z =0となるユニットの集合を標本 2とする．従って，標本 1の調査協力者で yは観測さ
れ，標本 2の調査協力者で yは欠測しているとする．また第 i調査協力者の zの値 ziが zi = 1

となる確率を wi とおく．このとき，調査への割り当て（=z）を与えた時の yの分布を

y|z = 1∼ p(y|θ1, z = 1), y|z =0∼ p(y|θ0, z = 0)(2.1)

と置く．ここで例えば p(y|θ0, z = 0)は，「調査 2と同じ抽出を行った場合の項目への反応の分
布」と言える．これは言い換えると，「共変量の分布を調査 2と同じに調整した場合の，項目へ
の反応の分布」でもある．従って，標本 1が偏りのある標本抽出で得られた標本，標本 2が無
作為抽出によって得られた標本であるとすると，p(y|θ0, z =0)の母数を推定することによって，
偏りのある標本抽出で得られた結果と共変量情報から「無作為抽出による調査協力者集団での
yの分布」を得ることが可能となる．しかし通常推定できるのは母数 θ1だけであり，割り当て
を所与とした yの周辺分布 p(y|θ0, z = 0)の母数推定は通常は不可能である．しかしもし θ0 の
推定を行えれば，有意抽出による偏り（有意抽出標本からの単純な推定値 θ1 と，無作為抽出標
本からの推定値 θ0 の差）を補正することが可能になる．
ここで yi を第 i調査協力者の従属変数ベクトルとし，xi を第 i調査協力者の共変量ベクト

ルとする．また，合計の調査協力者数を N とする．一般的に調査状況では y,xの次元が非常
に大きいので，その同時分布の真の形状を仮定することは可能ではないとする．また，本論文
では，Rosenbaum and Rubin（1983）の Strong Ignorabilityの仮定（割り当ては従属変数の値に
は直接には依存せず，共変量に依存するという仮定），つまり

p(z|y,x) = p(z|x)(2.2)

が成立しているとする．また，この仮定は共変量はすべて観測されているということも示唆して
いる．この仮定の一般的なチェック方法については，星野・繁桝（2004）を参照されたい．また調査
の補正においてこの仮定をどのように満たすかについては，本論文の第 4節において述べる．ま
た，共変量を所与とした時に yiが観測される確率を傾向スコアと呼ぶ．本論文ではRosenbaum

and Rubin（1983）の定義に従い，傾向スコアは共変量に依存する (w(xi,α)= p(zi = 1|xi,α))と
し，αをそのモデルの母数ベクトルとする．割り当て変数の共変量への回帰モデルは複合二項
分布を仮定し

p(z1, . . . , zN |x1, . . . ,xN ,α)=

N�
i=1

w(xi,α)zi(1 − w(xi,α))1−zi(2.3)

とする．一般的にこの回帰モデルはロジスティック回帰モデルなどを仮定することが多いが，プ
ロビットモデルなども利用できる．このとき，当然ながら，θ1は観測された yだけから最尤推
定を行っても一致性があるが，θ0についてはそれは保証できない．もし Strong Ignorabilityの



194 統計数理　第 54 巻　第 1 号　 2006

仮定が成立すれば，Missing At Random（Rubin, 1976）の仮定が成立する．従って，yの xへの
回帰モデル p(y|x)のモデル仮定が可能なら，欠測を無視して回帰モデルの母数を推定すること
で式（2.1）の母数も推測できる．しかし，社会科学における調査では一般に x,yともに高次元
であるので，回帰モデルの仮定が出来ない場合が多い．本研究では，この回帰関数の形状も未
知であり，式（2.1）の yの分布のみ既知であるとする．従って欠測を無視することはできない．

3. 傾向スコアを重みとする対数尤度最大化推定量について

欠測を考慮した目的関数を

QW
N (y,x,z|θ0,α, z = 0) =

1

N

N�
i=1

zi

w(xi,α)

1 − w(xi,α)

p(zi =0)
logp(yi|θ0, zi = 0),(3.1)

とし，αの最尤推定量を α̂とする時
∂

∂θ0
QW

N (y,x,z|θ0, α̂, z =0) = 0(3.2)

を満たす θ0 を「θ0 に対する傾向スコアを用いた重み付き対数尤度最大化推定量」θ̃0 と呼ぶ．
但し p(z =0) =

�
(1 − w(xi,α))p(x)dxである．

このとき，θ̃0 は一致性と漸近正規性を有する（星野, 2005; Hoshino et al., 2005参照）．ここ
で，上記目的関数の p(zi =0)は個人間で共通の事前確率であるので，これを除いてもかまわな
い．さらに，この重み付き対数尤度最大化推定量を用いて，尤度比検定と同様の一般的な検定
を行うことが出来る（星野, 2005 参照）．

3.1 二項分布への応用と比率の推定値の補正
有意抽出による調査データでの比率の推定値の補正を行うことを考える．z = 0のときの y

の分布をベルヌーイ分布

y|z =0∼Bernoulli(p)(3.3)

とおく．このとき α̂を所与とするときの目的関数は

QW
N (y,x,z|p, α̂, z =0) =

1

N

N�
i=1

zi(1 − w(xi, α̂))

w(xi, α̂)
{yi logp + (1 − yi)(1 − logp)}(3.4)

となる．従って，pの推定量は

p̃(α̂) =

�N
i

zi(1−wi)
wi

yi�N
i

zi(1−wi)
wi

(3.5)

となる（但し wi = w(xi, α̂)）．これが，共変量の分布が無作為抽出標本での分布に等しくなるよ
うに補正された，比率の推定値である．ここで，これまでの傾向スコアを用いた調査データの補
正の研究の多くでは，重みを zi(1−wi)/wiでなく，zi/wiとしてきたが，これは，p= E(y|z = 0)

の推定値ではなく，E(y)の推定値となることに注意する．調査の調整の文脈では，混合集団上
での周辺平均 E(y)を求めるのはあまり意味が無い．
また傾向スコアの推定量が既知の場合の p̃の漸近分散は

1

N2
((p0)−1 + (1 − p0)−1)−2

N�
i=1

�
zi(1 − wi)

wi
[yi(p

0)−1 − (1 − yi)(1 − p0)−1]

�2

(3.6)



傾向スコアを用いた補正法の有意抽出による標本調査への応用と共変量の選択法の提案 195

である（但し p0は比率の真値であり，実際の計算では p̃(α̂)で置き換える）．星野（2005）の議論
より，これは本来の推定量の分散よりも大きい．

4. 共変量の選択法

星野（2003），星野・繁桝（2004）が指摘するように，傾向スコアを用いた調査データの補正に
おいて重要なのは共変量の選択である．しかし，これまでの先行研究では，共変量をどのよう
に選択すると，補正がうまく働くかについての議論がなされてこなかった．しかし，どの共変
量を選ぶかによって，補正結果が大きく変わってくることが知られている．
傾向スコアを用いた補正法が機能するためには，Strong Ignorability の仮定が（近似的にで

も）成立するかどうかをチェックすることが必要となる．調査の補正において傾向スコアによる
補正法を利用する際には，本調査で利用する前に，どのような項目を共変量として用いるべき
かについての実験調査を行う必要がある．
共変量の選別を，調査への割り当てと共変量の関係だけで考えることは不十分である．例え

ば，ロジスティック回帰分析でステップワイズ法などの変数選択などを行って共変量を決める
と，概して補正がうまく行われない可能性が高い（具体的には第 5節参照）．これは，「2つの群
の群別（ここでは有意抽出による調査（例えばインターネット調査）と確率抽出に基づく調査（例
えば訪問調査）に参加している調査協力者の群別）をよりよく説明する共変量」が「調査項目を
よりよく説明する共変量」であるとは限らないためである．また，このように共変量を選んだ
としても，式（2.2）の基準，つまり Strong Ignorabilityの仮定が満たされるかはわからない．
共変量選択のもっとも単純かつ明快な基準は，補正したい項目すべてに対して「z = 0の群

での yの期待値と本方法による推定値との二乗誤差」の和を最小にする共変量のセットを見つ
けることであるが，一度に共変量をすべて選択しようとすると組み合わせが非常に多くなり，
現実的ではない．そこで，本研究では下記の 4つの基準を満たす共変量を選択する方法を提案
する（ここでは以降，具体的には有意抽出標本による調査としてインターネット調査を，確率
抽出に基づく調査として訪問調査を考える）．

1. 個人内変動が少なく（つまり各個人内で安定した），かつインターネット調査と訪問調査
で継続的に質問できる可能性が大きい項目を選ぶ．

2. 訪問調査とインターネット調査間で差のある項目を選ぶ（具体的には t検定やロジスティッ
ク回帰分析を行い，標準偏回帰係数が大きくなる項目や差の検定の p値が小さくなる項
目を共変量候補として選ぶ）．

3. 補正したい項目を共変量に回帰させた時の偏回帰係数が，二群とも同じ方向に（正なら正，
負なら負に）なるものを選ぶ．特に標準偏回帰係数の絶対値が大きいものを選ぶ．

4. 上記の基準で選択された共変量のセットから，さらに二乗誤差の和を減少させる（又は
もっとも増加分が小さくなる）ように共変量を減らす．

上記の 4つの基準すべてを満たす共変量を，その候補項目から選び出す．特に 3段階目につ
いては，補正したい項目全体で回帰係数の向きが同じになることが多い変数を選択する．
上記の基準のうち，1段階目は実施上の理由から，また 2段階目は傾向スコア算出のための

ロジスティック回帰において有効な共変量を選択するため，そして 3段階目は共変量による目
的項目への説明力が高いほど補正に有効であると考えられるためである．さらに，3段階目で回
帰係数が二群で同じ方向になる共変量を利用することで，p(y|x, z = 0) = p(y|x, z =1)さらにこ
れをベイズの定理を用いて書き直したものである，式（2.2）の基準，つまり Strong Ignorability

の仮定を満たすことができる．
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上記の基準は調査において補正法を利用するための一種のアドホックな基準である．2段階
目及び 3段階目はそれぞれ数理的な根拠があるとはいえ，これらの基準をどのように組み合わ
せるべきか，具体的には例えば 2段階目での p値の基準などは，各社会調査のサンプルサイズ
や利用可能な共変量の候補の数，目的などに応じて異なるため，事前に実験調査を行い，探索
する必要がある．
そのような事前の実験調査で上記の基準を満たす項目群を共変量として利用して傾向スコア

を算出し，前節の補正法を利用して補正を行う．共変量となる項目の数は，各調査の実施形態
によって異なるが，実際の調査に継続的に利用するという実用性の観点からは 20程度がおお
よその目安と考えられる．2段階目や 3段階目の推定・検定の際の共変量としての採用の基準
は，サンプルサイズによって異なることに注意する．また，Strong Ignorability（式（2.2））の条
件，つまり 3段階目の基準が示唆するところは，補正の目的となる項目によって適切な共変量
の組み合わせは変わりうるということである．但し，同じ形式の同様の項目を繰り返し補正す
る場合は，当然利用する共変量は共通でもあまり補正の効果は変わらないということが予測さ
れる．これについては第 5節にて JGSS調査データを用いて検討する．

5. JGSSデータを用いた傾向スコア調整法の例示

5.1 利用した調査データ
本節では，上記の補正法の再現性を確かめるために，JGSS2001, 2002及び 2003調査データ

を利用した．具体的には JGSS調査の一部の項目についてインターネット調査を実施し，イン
ターネット調査から各 JGSS調査の各項目の平均を傾向スコアを用いた補正法により予測し，
補正前のインターネット調査での平均よりもどれくらい JGSS調査での平均に近いかを二乗誤
差の観点から検討した．

インターネット調査．2004年 7月末から 8月初旬に掛けて，（株）日経リサーチのネット調査
パネルから 1万人を無作為抽出してメールで調査依頼を行い，4199の回答が得られた．

JGSS調査．計画標本サイズおよび回収率は 2001年調査では 4500, 62.4％，2002年調査で
は 5000，62.3％，2003年調査では留置票が 2種類あり，今回利用した A票では 3500, 55.0％で
あった．2002年と 2003年の調査では，喫煙の項目の選択肢が一部 2001年と異なるが，選択肢
を統合して 2001年と同じ形式に直した．また同様に同居人数に関しても適宜変換を行った．

また，今回インターネット調査で実施された，補正の対象となる項目は

（1）一般的対人的信頼感の項目：一般的に，人は信用できると思いますか．（はい・いいえ・
場合による，の 3件法）

（2）「夫に十分な収入がある場合には，妻は仕事をもたない方がよい」という意見に，あな
たは賛成ですか，反対ですか．（賛成・どちらかといえば賛成・どちらかといえば反対・
反対，の 4件法）

（3）「妻にとっては，自分の仕事をもつよりも，夫の仕事の手助けをする方が大切である」と
いう意見に，あなたは賛成ですか，反対ですか．（賛成・どちらかといえば賛成・どちら
かといえば反対・反対，の 4件法）

（4）「政府は，裕福な家庭と貧しい家庭の収入の差を縮めるために，対策をとるべきだ」と
いう意見に，あなたは賛成ですか，反対ですか．（賛成・どちらかといえば賛成・どちら
ともいえない・どちらかといえば反対・反対，の 5件法）

（5）あなたの町に外国人が増えることに賛成ですか，反対ですか．（賛成・反対，の 2件法）
（6）不治の病におかされた患者が，痛みを伴わない安楽死を望んでいるとします．その家族
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も同意している場合に，医者が安楽死を行える法律をつくるべきだと思いますか．（は
い・いいえ・わからない，の 3件法）

の 6項目であった．

5.2 共変量の選択
今回は JGSS2001, JGSS2002, JGSS2003すべてで採用されている項目の一部についてのみイ

ンターネット調査を行ったので，利用可能な共変量は少ない（32項目：付録参照）．そこで今
回は，前節で取り上げられた共変量選択法の妥当性を検証するという目的から，以下の 3 通
りの方法で共変量のセットを構成し，それぞれを用いて算出された傾向スコアによって補正を
行った．

方法 1. インターネット調査を用いて 2001年の訪問留置調査データの結果をうまく予測で
きるように，前節で取り上げた基準に合わないものを外すという形で共変量を除去し（具体的
には 32の候補のうち，共変量選択法の 2段階目で 25に，3段階目で 18に絞った），以下の 18

項目を最終的な共変量として取り上げた．性・年齢・地域ブロック（北海道・東北／関東など 6

地域）・都市規模・学歴・父学歴・母学歴・職業分類・世帯収入・住居形態・新聞を読む頻度・
喫煙・飲酒・先週の状況・先週仕事をしていたかどうか・所属階層の自己評定・同居人数・仕
事でメールをするか？

方法 2. インターネット調査に協力したか，2001年の訪問留置調査に協力したかという二
値変数を基準変数としたロジスティック回帰分析における変数減少法から共変量を選択し（p値
が 0.01を閾値とし，得られた 20変数からさらに寄与の小さい 2変数を除去し），上記と同じ数
の 18項目になるようにした．即ち性・地域ブロック・都市規模・学歴・母学歴・配偶者学歴・
職業分類・世帯収入・住居形態・本を読む頻度・先週仕事をしていたかどうか・15歳のころの
居住地域・15歳のころの父親の職業・15歳のころの母親の職業・15歳のころの世帯収入・仕
事でメールをするか？・私用でメールするか？・インターネットで株取引をするか？

方法 3. 基本属性（性・年齢・地域ブロック・学歴・職業分類・収入）を単純に利用した．

また方法 2は，前節の共変量選択法の 2段階目だけを，各変数ごとでなく，一度に行ったも
のとして考えることができ，もっとも単純に考えられる共変量選択法であるためにあえて取り
上げた．この方法では前節の 3段階目の基準を利用していないために，Strong Ignorabilityの
仮定のチェックが行われていない．これに対して方法 1では 3段階目の基準を用いているため
に，近似的にでも仮定が成立するように共変量を選択しているという点が大きく異なる．
これまでも層別抽出の際には層の重みをかけたり，事後層別として国勢調査の際の属性変数

の分布に周辺比率を合わせるRaking法（Deming and Stephan, 1940）などが利用されてきた．こ
れに対して本研究で利用された方法は，一方の参照標本に共変量分布を合わせる手法であり，
その特徴として，（1）共変量の周辺分布でなく，同時分布をあわせる，（2）傾向スコアという値に
一元化することで，Raking法などと異なり共変量の数が多くても利用できるという点がこれ
までの補正法と大きく異なる．本研究では，既存の調整手法の中でよく利用される方法である
Raking法も比較の対象として利用した．

5.3 傾向スコアの計算
本研究での第 i調査協力者に対する傾向スコア w(xi,α)の計算には，上限と下限のあるロジ

スティック回帰モデルを最尤法を用いて母数推定し，その母数 αと共変量ベクトル xi の値を
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表 1. 各方法の正判別率．

用いて下記のように計算する：

w(xi,α) = c +
(d − c)

1 + exp[−(atxi + b)]
(5.1)

ここで cと dはそれぞれ「インターネット調査に参加する」確率の下限と上限であり，母数と
して推定する．従ってここでの母数 αは a，b，c及び dである．一般的によく利用される上
限と下限のない（c =0,d = 1の）ロジスティック回帰モデルでなく，このモデルを利用したのは，
調査への割り当ては，共変量によっては説明されない要素が存在すると考えられるからである．
また，このモデルを利用して傾向スコアを計算することで，あまりに小さい傾向スコアはその
調査協力者の重みを非常に大きくさせ，解析を不安定にさせる危険性を避けることができる．
それぞれの共変量のセットを用いてインターネット調査か訪問留置調査かという二値変数を

基準変数としたロジスティック回帰分析を行い，正判別率を計算した結果を表 1に記載した．
正判別率が高いということは説明変数によって調査の群分けの予測がうまく行われていること
を示しているため，方法 1, 3より方法 2の方が正判別率が高いのは当然である．

5.4 補正の効果
ここでは 2001年，2002年，2003年の 3回の JGSS調査に対する 5つの結果を比較する．具

体的には，（1）各 JGSS本調査の訪問留置調査の回答分布，（2）インターネット調査での回答分
布，（3）提案手法による補正値（方法 1），（4）方法 2によって計算された傾向スコアを用いた補正
値，（5）方法 3によって計算された傾向スコアを用いた補正値，及び（6）方法 3での共変量であ
る「性・年齢・地域ブロック・学歴・職業分類・収入」に関して Raking法を行った補正値（こ
れを方法 4とする．Raking法では利用できる共変量数がせいぜい 5，6程度であることに注意
する）である．それぞれの方法での結果を表 2から表 4に示した（それぞれ項目の選択肢順に 1,

2, 3とつけている．また欠測を表すカテゴリーには 0をつけている）．また，各 JGSS本調査
の訪問留置調査の回答分布を真値とした，項目単位での各方法の二乗誤差を表 5に示した．ま
た，インターネット調査での二乗誤差和を 100％とした時の，各方法の二乗誤差和を表 5に記
載した．
更に，各回答カテゴリーごとの訪問留置調査での結果とインターネット調査での結果のプ

ロット（調整前：左），及び訪問留置調査での結果と方法 1による補正値のプロット（方法 1：右）
を図 1に記載した．また，曲線の中は被験者数を 1000とした場合の単純無作為抽出による二
項分布の比率の推定値の 95％信頼区間である．
提案手法による補正値（方法 1）はすべての年，およびすべての項目で，インターネット調査

での値に比べて本調査である訪問留置調査の結果に近づいていることがわかる．また基本属性
のみを利用して傾向スコアを算出し，これを用いて補正を行った場合（方法 3）も訪問留置調査
に近づくが，提案された共変量選択法を用いて様々な共変量を加えた方がより訪問留置調査に
近づくことが分かる（但し方法 3で利用した属性変数は，前節での 3段階目の基準に適合して
いる）．これに対して，方法 2はかえって補正前のインターネット調査の結果よりも二乗誤差
が大きくなっている場合がある．このことからも，提案された共変量調整法の 3段階目である，
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表 2. 2001 年調査での結果．

表 3. 2002 年調査での結果．
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表 4. 2003 年調査での結果．

表 5. 2001–2003 の項目ごとの二乗誤差．

Strong Ignorabilityの仮定が成立するように共変量を選択することは非常に重要であることが
わかる．また方法 4は同じ共変量を利用している方法 3よりも調整がうまく行っていない．
また，表 2から表 5は欠測も 1つのカテゴリーとした場合の結果であるが，欠測値の割合は調

査方法によって大きく違うことが様々な研究により指摘されており（前田・土屋，2001; Couper,

2000），実際今回の場合も極端に異なっていることがわかる．これは調査対象の集団の違いと
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図 1. 2001 年・2002 年・2003 年各調査での訪問留置調査とネット調査（調整前・調整後）の
カテゴリーごとの比率のプロット．

いうより，調査方法の違い，つまり「調査モード」の効果によるものと考えられる．
そこで，各推定値からそれぞれ欠測カテゴリーを除去して，あらためて各項目で回答の合計

が 100%になるように基準化した場合の結果を表 6に記載した．
欠測カテゴリーを除去した方が方法 1による補正は効果があることがわかる．また，図 2は

欠測カテゴリーをそのままにした場合の，項目単位での訪問留置調査と提案推定値の二乗誤差
をプロットしたものである．
図 2中の直線は y = xの直線であり，そこから下にずれるほど，「インターネット調査の平均」

よりも提案された補正法による推定値の方が「訪問留置調査の平均」に近いことが分かる．上
記の結果から，項目の内容とはあまり関係なく，インターネット調査の結果が訪問留置調査の
結果と大きく異なる項目ほど，提案された手法による補正がうまく働いていることが分かる．
このように，インターネット調査を用いて 2001年の JGSSデータの結果をよりよく予測す

るように共変量を選択し，2002年と 2003年のデータに対しては選択された共変量をそのまま
利用して傾向スコアを算出し，補正を行ったが，その結果はおおむね良好であった．このこと
は，本補正法が再現性を有することと，共変量の選択法が妥当性を有することを示している．
インターネット調査は 2004年に実施されており，2001年 ∼ 2003年の JGSS本調査とはそれぞ
れ 3年から 1年の時期的なズレがあるが，そのような時期的なズレに対しても本方法が頑健で
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表 6. 2001–2003 の項目ごとの二乗誤差（無回答除去）．

図 2. 二乗誤差のプロット．

あることを示している．

5.5 リサンプリングによる調整法の妥当性の検討
さらに妥当性を検証するため，各年度の調査ごとに 2つの調査からそれぞれ 500人ずつを無

作為抽出し，得られたサンプルサイズ 1000の標本からロジスティック回帰の母数の推定と傾向
スコアの計算を行い，補正を行うという処理を 1000回行った．
各質問でのネット平均及び提案手法（方法 1）について，1000回のリサンプリングごとに推定

値を得た．また，6つの質問項目の回答分布を多項分布とみなして，訪問平均と有意な差があ
るかどうかを最尤法による尤度比検定及び星野（2005）によって提案された重み付き尤度比検定
を用いて，有意水準 5％で棄却されるかどうかを調べた．これを 2001年から 2003年度の 3年
度分行うことで，3 × 6 = 18の質問のうち，訪問調査での回答と有意に差があるとされた質問
数の平均は，ネット平均では 8.21，方法 1では 4.34であった．棄却された質問数の分布を図 3

に記載した．また，インターネット調査での二乗誤差和を 100％とした時の，各方法の二乗誤
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図 3. 1000 のリサンプリングデータ中における訪問調査と差が有意であると判定された質問
数の分布．

表 7. 二乗誤差和の平均と標準偏差（下段は無回答除去後の結果）．

差和の平均と標準偏差を表 7に記載した．
図 3と表 7からは，明らかに提案手法はネット平均をそのまま利用するよりも訪問調査の結

果に近い調整を行っていることがわかる．

6. 議論

本論文では傾向スコアを用いた調査の補正の際の共変量の選択基準を提案し，実際の社会調
査に対して，有意抽出標本データから無作為抽出標本データへの補正を行った．
今回利用した調査データからは，提案手法を慎重に用いれば，ある程度のレベルには，イン

ターネット調査の補正がある程度可能であることが示唆された．
より具体的には JGSS の過去 3 回の調査データに対して，提案された補正法を用いてイン

ターネット調査を補正した結果，それぞれ単純にインターネット調査を用いた場合に比較して
誤差を半分程度に減少させることを示した．この結果は提案手法が 3年間の調査時期のズレに
対しても再現性を有することを示している．これ以外の複数の市場調査においても，同様に提
案された共変量選択法を用いた傾向スコアによる補正の再現性が確認されているが，このこと
については今後別論文にて発表していく予定である．
新しい技術の性質を精査し，研究の一般化可能性の範囲を検討しておくために，このような

研究事例をより多く積むことが重要である．例えば，本稿の結論が（i）おおむねどのような有
意標本に対しても成り立つのか，（ii）特定の集め方をした登録者集団でより良く成立するのか，
等の点については今後の検討を待たねばならない．
また，提案された補正法を有効に用いるためには，傾向スコアを利用した補正法の利用の前
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提となる Strong Ignorabilityの仮定を満たすように，第 4節で提案された共変量選択法を利用
する必要があるということが示唆された．
本論文の JGSS調査データの応用においては，各項目に対して最適な共変量を探索するので

はなく，「ロバストな」共変量を探索して利用することで，すべての項目に対して補正が作用す
ることを報告した．しかし今後，今回利用した以外の様々なタイプの社会調査に対して今回の
補正法を利用するためには，実験調査を通じて調査項目ごとに共変量を最適化することが必要
とされよう．
さらに，近年調査環境が著しく悪化しており，今後とも台帳等からの無作為抽出による訪問

調査を行っても拒否が多くなると予想される．従って，わざわざ回答してくれた協力者が益々
特殊な集団になっていくことが今後予想され，たとえ住民基本台帳等からの無作為抽出による
調査であっても，その結果が本来の結果から大きく異なる可能性は大きくなっていくであろう．
従って，調査に回答するかどうかを共変量情報を用いて説明し，補正するという本方法は，今
回のようなインターネット調査の補正だけでなく，既存型調査を国勢調査などのより大規模な
調査に向けての補正を行う方法としても有効かもしれない．これについての応用可能性は今後
の研究課題である．
本稿の補正法は，拒否による調査不能に対する直接の解決はもたらさないが，調査協力者か

ら得られる情報のみにもとづき，拒否による回答をある程度推察する際の加重補正法に関する
示唆的な研究が土屋（2005）でなされている．
本研究で取り上げられた調査研究での補正に関する問題意識は，今後社会的にもますます重

要となっていくであろう．今後の様々な実験研究が望まれる．

7. 文末注

日本版 General Social Surveys（JGSS）は，大阪商業大学比較地域研究所が，文部科学省から
学術フロンティア推進拠点としての指定を受けて（1999–2003年度），東京大学社会科学研究所
と共同で実施している研究プロジェクトである（研究代表：谷岡一郎・仁田道夫，代表幹事：佐
藤博樹・岩井紀子，事務局長：大澤美苗）．東京大学社会科学研究所附属日本社会研究情報セ
ンター SSJデータアーカイブがデータの作成に協力している．
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付録：JGSSで利用した共変量の全候補

今回，共変量の候補として，補正の目的変数以外にインターネット調査を行ったのは以下の
32項目である．それぞれ括弧内には JGSSでの変数名を記載する．
性（sex）・年齢（age）・地域ブロック（block）・都市規模（f04）・学歴（xxlstsch）・父学歴（pplstsch）・母学

歴（mmlstsch）・配偶者学歴（sslstsch）・職業分類（xxwpl）・世帯収入（szhsincm）・住居形態（tp8dwel）・
本を読む頻度（fq5read）・新聞を読む頻度（fq5newsp）・仕事以外の旅行（fq5trip）・飲酒（dodrink）・
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喫煙（dosmoke+dosmokex）・先週の状況（tp5unemp）・先週仕事をしていたかどうか（xjob1wk）・
15歳のころの居住地域（tp6loc15）・15歳のころの父親の職業（ppjbto15）・15歳のころの母親の
職業（mmjbtp15）・15歳のころの世帯収入（opffix15）・世帯収入水準の自己評定（op5ffinx）・同居
人数（szff+szffttl）・仕事でメールをするか？（doemailj）・私用でメールするか？（doemailp）・イン
ターネットで株取引をするか？（donetstk）・携帯電話または PHSを利用するか？（dophs）・ファッ
クスを利用するか？（dpfax）・所属階層の自己評定（op5levk）・実子の数（ccnumttl）・テレビ視聴
時間（hrtv）．
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Applying Propensity-score Adjustment to Social Surveys

with Non-random Sampling and a Selection Criterion for Covariates
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The advent of the “information age” has led to a great diversity of individual views
and has created an environment in which individuals’ beliefs can change rapidly. Given
these rapid changes, it is necessary to conduct frequent surveys in every area of the social
sciences. However, survey response rates have gradually decreased due to privacy concerns
and lifestyle changes. There are therefore increased calls for new survey methods that can
cost-effectively produce representative samples.

Web-based surveys have been devised in various areas. However, the conventional
Web-survey method of purposive sampling has drawn criticism for its lack of representa-
tiveness. In this study, we applied a propensity-score adjustment method to Web-based
surveys to predict Japanese general social surveys (nation-wide random-sample surveys).
We propose a new method for selecting covariates and show that the propensity-score
adjustment by this method is more effective than that using conventional demographic
variables as covariates for estimating propensity scores.

Key words: Propensity score, sociological surveys, nonrandom sampling, Web survey, covariate
adjustment.


